
 

         令和元年 ５月１６日 

内閣府 民間資金等活用事業推進室 

 

ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム協定の手交式を開催します！ 
 

◯ 内閣府と国土交通省は、地域の関係者が主体となったＰＰＰ／ＰＦＩの推進を一層促進するた

め、地域の産官学金が集まりＰＰＰ／ＰＦＩ事業のノウハウ取得や官民対話を含めた情報交換

等を行う取組を支援する「ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォームの協定制度」を創設し、協定先

の募集を本年１月２５日から３月２０日まで行いました。 
 

◯ この度、協定制度の要件を満たす地域プラットフォームに対して、内閣府と国土交通省が協定

プラットフォームとして証する、協定証書の手交式を開催します。 
 

◯ 今後、内閣府と国土交通省は、講師派遣や企画・構想段階の事業化支援等により、協定プラッ

トフォームの活動を支援します。 

 

 

 ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム協定の手交式 
 

日 時：令和元年 ５月 ２３日（木） １７：２０～１８：００ 

場 所：中央合同庁舎第８号館 ６階 ６２３会議室 

流 れ：１）片山内閣府特命担当大臣（地方創生）挨拶 

    ２）片山内閣府特命担当大臣（地方創生）から 

各協定プラットフォーム代表者に協定証書を手交 
 

取 材：報道機関はカメラ撮りが可能です。 

取材を希望される方は、５月２１日１７時までに別紙により 

登録してください。また５月２３日当日は、１７時までに中央合同 

庁舎８号館 ４階 ４０９会議室にお集まりいただき、撮影位置等に 

ついては、現場の職員の指示に従ってください。 
 

その他：協定プラットフォームの協定先については５月２１日（火）の 

片山大臣閣議後記者会見において発表します。 

片山大臣の予定は、急な公務等による変更がありえます。変更が 

あった際には速やかにお知らせします。 

  

【お問合せ】 

 内閣府 民間資金等活用事業推進室（ＰＰＰ／ＰＦＩ推進室）  草野、永谷、外山 

TEL：03-6257-1655  FAX：03-3581-9682 

永田クラブ、経済研究会へ資料配布 

報 道 解 禁 日 時 

令和元年５月２１日（火）片山大臣閣議後記者会見時 



1 報 道 機 関 名

2 記 者 ク ラ ブ 名

ふ り が な

取 材 記 者 名

（ 携 帯 電 話 ）

ふ り が な

取 材 記 者 名

（ 携 帯 電 話 ）

ふ り が な

取 材 記 者 名

（ 携 帯 電 話 ）

4 Ｆ Ａ Ｘ 番 号

ペン取材・カメラ撮りの
別

ペ ン 取 材 カ メ ラ 撮 り

「 カ メ ラ 撮 り 」 の 場 合 → ム ー ビ ー ス チ ー ル

注１：

注２：

5

ペン取材・カメラ撮り取材の別に○を付けてください。
また、「カメラ撮り」を行う場合は、ムービー・スチールの区別に○を付けてください。

3

取材者全員について登録をお願いします。

（　　　　　　　　                             　　　　　　　）

（　　　　　　　　                             　　　　　　　）

内閣府民間資金等活用事業推進室　草野、永谷宛て
【ＦＡＸ：０３－３５８１－９６８２】

※令和元年５月２１日（火）１７：００までに送付してください。

ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム協定の手交式
事前登録

（　　　　　　　　                             　　　　　　　）

別 紙



「ＰＰＰ/ＰＦＩ地域プラットフォームの協定制度」の創設

内閣府及び国土交通省は、地方公共団体を始め地域の関係者のＰＰＰ/ＰＦＩに対する理解度の向上を図
るとともに、地域の様々な事業分野の民間事業者の企画力・提案力・事業推進力の向上やその能力を活
用した案件の形成を促進するため、地域の産官学金が集まって、ＰＰＰ/ＰＦＩ事業のノウハウ取得や官民対
話を含めた情報交換等を行う地域プラットフォームの代表者と協定を結び、活動を支援

概要

協定内容

■対象となる地域プラットフォーム
〇要件

・代表者に地方公共団体(都道府県、政令指定都市等)が含ま

れる

・代表者と同一の都道府県内の地方公共団体、金融機関、民

間事業者等から、構成団体としての参加の希望があったとき

には、原則としてこれを認める 等

【協定プラットフォームイメージ】

■支援内容
○関係省庁の職員及び専門家を講師として派遣

〇地方公共団体が協定プラットフォームを通じて検討している

ＰＰＰ/ＰＦＩ事業に関する企画・構想の事業化を支援 等

〇次に掲げる機会を年１回以上提供

・参加者のＰＰＰ/ＰＦＩ事業のノウハウ習得の機会

・地方公共団体がその所在する都道府県内の民間事業者等

から意見を聴く等の官民対話の機会

・地域の様々な事業分野の民間事業者等の情報交換の機会

参考
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